
 

 
 
 
 
 
 

年金記録訂正請求に係る答申について 
北海道地方年金記録訂正審議会 

平成３１年３月６日答申分 

 

 

  ○答申の概要 

年金記録の訂正の必要があるとするもの   １件   

厚生年金保険関係   １件 

 

年金記録の訂正を不要としたもの        ２件   

厚生年金保険関係   ２件 

 



厚生局受付番号 ： 北海道（受）第 1800098 号 

厚生局事案番号 ： 北海道（厚）第 1800039 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の資格取得年月日を平成 28 年９月１

日から同年７月１日に訂正し、平成 28 年７月から同年８月までの標準報酬月額を９万 8,000

円とすることが必要である。 

平成 28 年７月１日から同年９月１日までの期間については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる

被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る平成 28 年７月１日から同年９月１日までの期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

  請 求 期 間 ： 平成 28 年７月１日から同年９月１日まで 

 Ａ事業所には、平成 28 年７月１日から同年 10 月末日まで勤務していたが、厚生年金保険の

記録では、請求期間が保険給付の対象とならない記録（厚生年金保険法第 75 条本文該当）に

なっている。 

請求期間について、給与から厚生年金保険料が控除されていたので、保険給付の対象となる

記録に訂正し、年金額に反映してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

Ａ事業所から提出された出勤簿及び賃金台帳により、請求者は、請求期間において同事業所

に継続して勤務し、請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが確認できる。 

また、請求者の請求期間に係る標準報酬月額については、上記賃金台帳により確認できる報

酬月額及び厚生年金保険料控除額から、９万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は、平成 28 年７月１日から同年９月１日までの期間について、請求者の厚生年金保険

被保険者資格取得届を年金事務所に対し、厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅し

た後に提出し、厚生年金保険料についても納付していないことを認めていることから、年金事

務所は、請求者の平成 28 年７月及び同年８月に係る厚生年金保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



 

厚生局受付番号 ： 北海道（受）第 1800097 号 

厚生局事案番号 ： 北海道（厚）第 1800040 号 

 

第１ 結論 

   請求期間①について、請求者のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及

び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＢ事業所（昭和 46 年７月５日以降は、Ｃ事業所）における

厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 昭和 41 年４月１日から昭和 43 年 12 月 28 日まで 

            ② 昭和 44 年２月６日から昭和 47 年８月 30日まで 

   請求期間①は、Ｄ市のＡ事業所で土建業に従事していた。また、請求期間②は、Ｄ市のＢ事

業所で運転手として勤務していたが、いずれも、厚生年金保険の加入記録がない。 

両請求期間について、厚生年金保険の被保険者期間として記録し、年金額に反映してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

   請求期間①について、請求者が主張するＡ事業所の所在地において、同事業所に係る商業・

法人登記の記録が確認できない上、事業所名簿検索システム及びオンライン記録において、同

事業所が厚生年金保険の適用事業所となった記録は確認できない。 

   また、Ｅ健康保険組合から提出された事業所台帳によると、請求期間①より後の時期におい

て、請求者が事業主として名前を挙げた者が代表者となっているＤ市のＡ事業所が確認できる

ものの、事業所形態は「個人」となっており、オンライン記録によると、当該代表者は既に死

亡していることから、請求者の請求期間①における勤務実態、厚生年金保険の適用状況及び同

保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、請求者は、一緒に勤務していた者として、自身の父を含む４人の名前を挙げている

ところ、オンライン記録において、請求者の父が厚生年金保険の被保険者であった記録は確認

できない上、４人のうち、生存及び所在が確認できた一人に照会したが、請求者の請求内容を

裏付ける陳述を得ることができなかった。 

   このほか、請求者の請求期間①に係る請求の事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

請求期間②について、複数の同僚の陳述及び請求者の従事業務等に関する具体的な陳述から

判断すると、期間の特定はできないものの、請求者が、Ｂ事業所に勤務していたことは推認で

きる。 

しかしながら、当該事業所は、当時の資料を保管していないため、請求者の請求期間②にお

ける勤務実態、厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除については不明であると回答して

いる。 



 

また、請求者は、当時、同じ業務に従事していた同僚３人の名前を挙げ、いずれも自身より

前から勤務していたと陳述しているところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票（以下「被保険者原票」という。）によると、このうち一人（故人）は昭和 46 年３月１

日に被保険者資格を取得していることが確認できる上、連絡が取れた別の一人は、「請求者は

アルバイトであったから厚生年金保険の加入記録がないのだと思う。」と陳述している。 

さらに、当該事業所に係る被保険者原票により、請求期間②当時、厚生年金保険の被保険者

であった 32 人（請求者が名前を挙げた同僚を含む。）に照会し、11 人から回答が得られたも

のの、いずれの者からも、請求者の請求期間②に係る厚生年金保険料が給与から控除されてい

たことをうかがわせる陳述は得られなかった。 

加えて、Ｆ市は、当局の照会に対し、請求者が昭和 44 年４月１日から平成５年５月 15 日ま

での期間について、国民健康保険の被保険者であったと回答している。 

その上、当該事業所に係る被保険者原票に請求者の名前はなく、健康保険の整理番号に欠番

もないことから、請求者の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、請求者の請求期間②における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険の被保険者として請求期間①及び②に係る厚生年金保険料を各事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 北海道（受）第 1800094 号 

厚生局事案番号 ： 北海道（厚）第 1800041 号 

 

第１ 結論 

   請求期間①について、請求者のＡ事業所又はＢ事業所Ｃ製造所における厚生年金保険被保険

者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間②について、請求者のＡ事業所又はＤ事業所Ｅ製造所における厚生年金保険被保険

者資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

請求期間③について、請求者のＡ事業所又はＦ事業所Ｇ工場における厚生年金保険被保険者

資格の取得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 昭和 30 年 10 月１日から昭和 32 年２月 28 日まで 

            ② 昭和 33 年４月１日から昭和 35 年３月 31日まで 

            ③ 昭和 35 年４月１日から昭和 37 年３月 13日まで 

   請求期間①について、Ｂ事業所Ｈ詰所で臨時社員として勤務し、Ｉ作業を行っていた。また、

請求期間②について、当該Ｈ詰所を引継いだＤ事業所Ｊ事務所に臨時社員として入社し、その

後正社員となりＩ作業を行っていた。 

そして、請求期間③について、Ｆ事業所Ｇ工場で正社員として勤務し、Ｋ作業を行っていた

が、年金記録では、請求期間①、②及び③に係る厚生年金保険の加入記録がない。 

   請求期間①、②及び③については、上記の各事業所と関連のあったＡ事業所で厚生年金保険

に加入しており、Ｌ社会保険事務所(当時)から交付された平成６年 11月 25 日付の「厚生年金

保険被保険者加入期間について」には、Ａ事業所で同保険に加入していたことが記載されてい

るので、当該請求期間を同保険の被保険者として記録し、年金額に反映してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

１ 請求期間①について、Ｍ市から提出された請求者に係るＭ市職員履歴書の写し（以下「Ｍ

市職員履歴書」という。）、Ｂ事業所Ｃ製造所（以下「Ｃ製造所」という。）から提出された

資料及び回答、同僚の記録並びに請求者の勤務状況に係る具体的な陳述から判断すると、請

求者は、請求期間①のうち、退職日は不明であるが昭和 31 年８月１日からＣ製造所Ｈ詰所

（以下「Ｈ詰所」という。）に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ｃ製造所は、「請求者が勤務していたか不明である。請求期間①当時にＨ

詰所で勤務していた従業員は、当社において厚生年金保険を適用させていたが、Ｉ作業等の

季節的業務で雇用する場合は同保険には加入させていなかった。当時の健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届及び同喪失届を保存しているが、請求者の記録はなく、請求者の請求

期間①に係る届出は行っていない。」旨回答している上、同事業所に係る健康保険厚生年金

保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）によると、請求者が姓のみを



 

記憶する臨時職の同僚二人と同姓の者が、請求期間①において厚生年金保険に加入していた

形跡は見当たらない。 

また、請求者は、請求期間①について、Ｃ製造所と関連のあったＡ事業所で厚生年金保険

に加入していた旨主張しているものの、Ｃ製造所は、「請求期間①当時、当社の関連会社等

でＡ事業所という事業所は存在しておらず、当社の従業員について、当社以外の別の事業所

で厚生年金保険に加入させる取扱いは行っていなかった。」旨回答しており、請求者の当該

主張を裏付けることができない。 

さらに、請求者が名前を挙げた同僚５人のうち１人は既に死亡しており、別の１人は所在

が不明である上、残りの３人は姓のみの記憶であり個人を特定することができないことから、

Ｃ製造所に係る被保険者名簿により、請求期間①当時に厚生年金保険の被保険者記録が確認

できる 10 人に照会し、３人から回答を得られたが、いずれも請求者を記憶しておらず、請

求者の請求期間①に係る厚生年金保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関

連資料及び陳述は得られなかった。 

加えて、請求期間①について、Ｃ製造所に係る被保険者名簿に請求者の名前はなく、健康

保険被保険者証の番号に欠番もないことから、請求者の記録が欠落したものとは考え難い。 

２ 請求期間②について、Ｍ市職員履歴書、複数の同僚の記録及び回答並びに請求者の勤務状

況に係る具体的な陳述から判断すると、請求者は、請求期間②のうち、退職日は不明である

が昭和 34年８月１日からＤ事業所Ｅ製造所（以下「Ｅ製造所」という。）のＪ事務所に勤務

していたことが推認できる。 

  しかしながら、Ｅ製造所に係る厚生年金保険の適用を引き継いだＮ事業所及びＤ事業所を

合併したＯ事業所は、いずれも当時の資料はなく、請求者が勤務していたか不明である旨回

答しており、請求者の請求期間②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用状況及び同保険料の

控除について確認することができない。 

  また、請求者は、請求期間②についてもＥ製造所と関連のあったＡ事業所で厚生年金保険

に加入していた旨主張しているものの、Ｍ市職員履歴書によると、請求者は、請求期間②の

うち、昭和 33 年４月 15日から予備校に１ヶ年在学した旨記載されている上、Ｎ事業所及び

Ｏ事業所は、いずれも当時関連会社等でＡ事業所という事業所が存在していたか不明である

旨回答しており、請求者の当該主張を裏付けることができない。 

  さらに、請求者が名前を挙げた同僚６人のうち、生存及び個人が特定できた二人に照会し

たが、いずれも請求者の勤務期間、雇用形態及び当時の厚生年金保険の取扱いについては分

からない旨回答している上、オンライン記録により、請求期間②当時にＥ製造所において厚

生年金保険の被保険者記録が確認できる８人に照会し、６人から回答を得られたが、いずれ

も請求者を記憶しておらず、請求者の請求期間②に係る厚生年金保険料が給与から控除され

ていたことをうかがわせる関連資料及び陳述は得られなかった。 

加えて、請求期間②について、Ｅ製造所に係る被保険者名簿によると、請求者が姓のみを

記憶する臨時職の同僚一人と同姓の者が、厚生年金保険に加入していた形跡は見当たらない

上、同名簿に請求者の名前はなく、健康保険の番号に欠番もないことから、請求者の記録が

欠落したものとは考え難い。 

３ 請求期間③について、Ｍ市職員履歴書、複数の同僚の記録及び請求者の勤務状況に係る具

体的な陳述から判断すると、請求者は、退職日は不明であるが昭和 35 年２月５日からＦ事

業所Ｇ工場（以下「Ｇ工場」という。）に勤務していたことが推認できる。 

  しかしながら、Ｇ工場に係る商業・法人登記簿謄本は確認できず、厚生年金保険適用事業

所名簿（以下「適用事業所名簿」という。）によると、同事業所は昭和 36 年 12 月１日に適

用事業所でなくなっていることが確認できる上、請求期間③当時の事業主代理人は既に死亡

していることから、請求者の請求期間③に係る勤務実態、厚生年金保険の適用状況及び同保

険料の控除について確認することができない。  



 

 また、請求者は、請求期間③についてもＧ工場と関連のあったＡ事業所で厚生年金保険に

加入していた旨主張しているものの、Ｍ市職員履歴書によると、請求者は、請求期間③のう

ち、退職日は不明であるが昭和 36 年８月１日からＧ工場とは別の事業所に就職した旨記載

されており、請求者の当該主張を裏付けることができない。 

  さらに、請求者が名前を挙げた同僚４人のうち３人は既に死亡又は所在が不明であり、残

りの１人は姓のみの記憶であり個人を特定することができない上、オンライン記録によると、

請求期間③当時にＧ工場において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる者のうち、生存

及び所在が確認できる者はいないことから、請求者の請求期間③に係る厚生年金保険料が給

与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び陳述を得ることができない。 

  加えて、Ｇ工場に係る被保険者名簿によると、昭和 34年３月 15 日以降に厚生年金保険の

被保険者資格を取得している者はおらず、請求者が請求期間③において同保険に加入してい

た形跡は見当たらない。 

４ Ｌ社会保険事務所から請求者に対し交付された平成６年 11月 25 日付の「厚生年金保険被

保険者加入期間について」の写し（以下「回答書」という。）によると、請求者がＡ事業所

（事業所記号番号：＊-22）において昭和 40 年 10 月１日から昭和 46 年３月 13 日までの期

間（以下「回答書の加入期間」という。）、厚生年金保険に加入していた旨記載されているも

のの、オンライン記録によると、請求者のＡ事業所に係る同保険の被保険者記録は確認でき

ない上、請求者は回答書の加入期間を含む昭和 38 年 10 月１日から平成８年３月 31 日まで

の期間について、Ｐ共済組合に加入していることが確認できる。 

  また、請求者は、回答書の加入期間は誤りで、実際には昭和 30 年 10 月１日から昭和 37

年３月 13 日までの期間（以下「主張する加入期間」という。）、Ａ事業所において継続して

厚生年金保険に加入していた旨強く主張しているが、ⅰ）適用事業所名簿によると、同事業

所は、昭和 31 年７月１日に適用事業所となっており、主張する加入期間のうち、昭和 30年

10月１日から昭和31年６月30日までの期間は適用事業所でなかったことが確認できること、

ⅱ）オンライン記録によると、請求者は、主張する加入期間のうち、昭和 32 年３月５日か

ら昭和 33年３月 21 日までの期間について、Ａ事業所とは別の事業所において同保険に加入

していることが確認できること、ⅲ）Ｍ市職員履歴書によると、Ａ事業所に関する記載は確

認できない上、当該履歴書に係る勤務記録等は、主張する加入期間の内容と大きく相違して

いること、ⅳ）Ａ事業所は、当時の資料はなく厚生年金保険の取扱い等について不明である

旨回答していることから、請求者の当該主張を裏付けることができない。 

  一方、Ａ事業所に係る被保険者名簿によると、健康保険被保険者証の番号 22（以下「22

番」という。）に係る健康保険厚生年金保険の被保険者は、請求者とは別人（以下「別人」

という。）の氏名及び生年月日となっていることが確認できる上、請求期間①、②及び③に

ついて、同名簿に請求者の名前はなく、請求者が厚生年金保険に加入していた形跡は見当た

らない。 

また、別人に係る厚生年金保険被保険者台帳により、別人がＡ事業所において厚生年金保

険の被保険者資格を取得した際の記号番号は「＊」となっていることが確認できるところ、

同事業所に係る被保険者名簿の 22 番における厚生年金保険被保険者証の番号は「＊」とな

っており、記号が１番誤って記載されている上、この「＊」の厚生年金保険の記号番号は、

オンライン記録によると、請求者に係る同保険の記号番号と一致していることが確認できる。 

さらに、回答書の加入期間に係る資格喪失日（昭和 46 年３月 13日）は、Ａ事業所に係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、別人の同事業所における厚生年金保険の資格

喪失日と一致していることが確認できる上、日本年金機構は、回答書のＡ事業所に係る記録

について、誤って別人の記録を記載した旨回答している。 

以上の状況を踏まえると、回答書のＡ事業所に係る記録は、請求者の厚生年金保険の加入

記録ではなく、別人の同事業所における同保険の加入記録の一部が誤って記載されたものと



 

判断される。 

  ５ このほか、請求者の請求期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年

金保険被保険者として請求期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を各事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 


